
令和６年度第３回⽥川市経営評価改⾰推進委員会次第

⽇時︓令和７年３⽉１７⽇（⽉）

１４時から１６時まで

（終了時間は予定）

場所︓⽥川市役所４階 庁議室

１ 開会

２ 副委員⻑挨拶

３ 議事

⑴ ⽥川市第７次⾏政改⾰⼤綱第２期実施計画の策定について

資料１︓⽥川市第７次⾏政改⾰⼤綱第２期実施計画一覧表（案）

資料２︓⽥川市第７次⾏政改⾰⼤綱第２期実施計画兼進⾏管理表（案）

⑵ その他

４ 閉会



【柱】大項目 【施策】中項目 №
実行計画
（小項目）

取組内容
令和7年度

成果指標　⇒　成果目標
令和8年度

成果指標　⇒　成果目標
担当課

資料２
の頁

1
AI・RPAの活用が可能
な庁内業務の検討

・田川市DX推進計画に定める各取組のうち、デジタル化による行政改革
チームが行う「庁内業務のデジタル化」の取組を推進する。
・生成AIツールや、AIとRPAの組み合わせによる定型的な庁内業務の自動
化・効率化を推進する。

①RPAによる効率化業務数　⇒　６業務

②実利用者数の月平均　⇒　60人

①RPAによる効率化業務数　⇒　8業務

②実利用者数の月平均　⇒　180人

経営企画課
総務課

1

2
事務の効率化を図るた
めの業務アプリ等の導
入の検討

・クラウドサービスによる業務アプリ等、AI及びRPA以外のデジタルツール
の導入を検討する。

①業務アプリの選定　⇒　完了

②アプリで改善する事務の件数　⇒　10件以上

①業務アプリの選定　⇒　完了

②アプリで改善する事務の件数　⇒　10件以上

経営企画課
総務課

2

3
庁内文書の完全ペー
パーレス化の推進

・会議資料、回覧文書、各課間の文書など、全ての庁内文書のペーパーレス
化を推進する。
・文書ファイリング改善に取り組む。

プリンターの印刷枚数削減率　⇒　28％
※令和5年度比

プリンターの印刷枚数削減率　⇒　30％
※令和5年度比

経営企画課
総務課

3

4 電子決裁の推進
・文書管理システム、財務会計システム、契約事務など、現在紙決裁している
庁内業務の電子決裁を推進する。

旅行命令関連の伝票の電子化⇒　電子決裁へ移行
その他紙決裁を継続している伝票等の電子化
　⇒　電子決裁へ移行

経営企画課
総務課

4

5
Web会議環境の構築と
職員向け研修のオンラ
イン化の推進

・職員研修（庁内・庁外）はオンライン研修の活用を検討・推進する。 研修のオンライン化　⇒　継続実施 研修のオンライン化　⇒　継続実施 人事秘書課 5

6
テレワーク等の新たな
働き方の検討

・適切な労務管理とセキュリティ対策に留意しつつ、テレワークの在り方に
ついて検討する。

勤務等労務管理に関するルール作り　⇒　完了 実施の可否　⇒　決定 人事秘書課 6

7
グループウエアの更な
る効率的な運用の検討

・既存システムの有効活用を図るため、行政改革チームにおいて、職員のス
ケジュールや会議室等の施設予約システムなど、グループウエアのより有効
な活用方法を検討してルール化する。
・次期グループウェアシステムの方向性を検討する。
・次期チャットツールの効果的な活用方法を検討してルール化する。

次期グループウェアシステムの方向性の決定⇒　完了
次期グループウェアシステムへの移行又は現行システム
の有効活用⇒　完了

経営企画課
総務課

7

行財政分析データの作
成と活用

8
行財政分析データに基
づく政策立案・予算反映
手法の構築

・予算事業ごとの（又はさらに詳細な）人件費を含むフルコストや、投入コス
トの対象（者）を年代・性別・地域・産業・目的別・性質別などに細分化した行
政コストの基礎データを作成する。
・基礎データに基づき本市における行政コスト投入の傾向、効果、課題、問
題点等を分析・整理する。
・分析・整理したデータを、政策立案や、行政評価との連動による事業の取
捨選択及び予算配分の判断指標として活用する。

行財政分析データの予算編成への活用⇒　実施 行財政分析データの予算編成への活用⇒　実施
財政課
経営企画課

8

第７次行政改革大綱　第２期実施計画　一覧表 （案）
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新たなデジタルツール
の活用

ペーパーレス化の推進

デジタルワークスタイル
の確立

資料１
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【柱】大項目 【施策】中項目 №
実行計画
（小項目）

取組内容
令和7年度

成果指標　⇒　成果目標
令和8年度

成果指標　⇒　成果目標
担当課

資料２
の頁

第７次行政改革大綱　第２期実施計画　一覧表 （案） 資料１

方針管理によるマネジ
メントの強化

9
方針管理による組織マ
ネジメントの強化

・取組成果の向上のため、実践的な組織マネジメントへの理解を深めるため
の指導や研修をルール化して実践する。
・問題が改善しない部署に対し、相談・フォローの実施体制を構築する。

管理目標の達成率　⇒　80％ 管理目標の達成率　⇒　80％ 人事秘書課 9

OJT実施指針の策定及
び運用

10
OJT実施指針の策定及
び運用

・OJTの成果向上のため、指導する職員（上司・先輩）、指導される職員（部
下・後輩）双方に対する教育の在り方を検討する。

研修の実施　⇒　完了 研修の実施　⇒　完了 人事秘書課 10

11
DX推進のための組織
及び人員体制の検討

・DX推進のための人員体制を検討して構築する。
・デジタル化の進行に対応するため、デジタルに関する基本的なスキルや能
力を習得するための職員研修を実施する。（令和5年度～令和7年度）
・ＤＸ推進アドバイザー（経営企画課で事業実施）とともに、令和８年度以降
に実施するより発展的なDXに関する職員研修の内容を検討する。

①人員体制の検討・構築　⇒　完了

②職員研修の実施　⇒　完了

①人員体制の検討・構築　⇒　完了

②職員研修の実施　⇒　完了
人事秘書課 11

12
デジタル人財の必要性
の検討と人事施策の将
来ビジョンの検討

・デジタル人財の必要性の観点を踏まえ、今後求められる職員像や将来の
職員数の在り方等、人事施策の将来ビジョンを検討する。

人事秘書課 12

12
基金（貯金）に頼らない
財政運営の確立

・財政の継続性確保のため、基金残高に主眼を置き、中期的な視点で基金
が減少しない（実質的基金取崩額０）数値目標を定める。
・この具体的な数値目標を明記した、より実効的かつ厳正な予算編成方針
を策定し、設定目標を厳守する。

予算編成方針で示した数値目標⇒　達成
（翌年度当初予算）

予算編成方針で示した数値目標⇒　達成
（翌年度当初予算）

財政課、経営企画課 12

13
行政評価事務と予算ヒ
アリング・査定の一体的
な運用の検討

・行政評価と行財政分析で得られたデータと連動させ、予算ヒアリング・査
定との一体的な運用を視野に行政評価制度全般の見直しを行う。

行財政分析データに基づく行政評価　⇒　実施 行財政分析データに基づく行政評価　⇒　実施 経営企画課、財政課 13

14 財政指標の改善

・類似団体の財政指標等を踏まえ、経常収支比率や実質公債費比率など、
主要な財政指標のあるべき目標値を定め、改善する。
・令和５年度に実施した成果指標の検討結果を踏まえ、経常収支比率を類
似団体平均値である94.1％以下に改善する。

経常収支比率⇒　94.1％　（R9決算時） 経常収支比率⇒　94.1％　（R9決算時） 財政課 14

15
事務事業の民間委託化
の総点検の実施

・民間委託等の推進の観点から、民間委託の対象業務の検討を継続して行
う。

①民間委託検討対象業務の決定⇒　完了
②所管課での委託の可否の検討⇒　完了

経営企画課 15

16
窓口業務の委託範囲の
拡大

・民間委託等の推進の観点から、市民生活部及び福祉部の窓口業務の包括
的な委託化を推進する。
・各年度１～２課を検討対象課として選定し、順次委託化の検討を進める。
・窓口連絡会議（保健福祉課及び市民課が事務局）で作業の進行管理を行
う。

令和８年度の実施計画の内容決定⇒　完了

※令和６年度からフロントヤード改革に取り組むため、
令和５年度末で一旦休止としていた。

市民課
保健福祉課
高齢障害課
子育て支援課
生活支援課
経営企画課

16

17
 病児病後児保育室及び
 公立保育所に係る検討
公立保育所に係る検討

・公立保育所の運営について検討し、方針を決定する。 公立保育所の運営方針の決定　⇒　完了 子育て支援課 17

18
指定管理者制度の活用
と改善

・指定管理者制度を導入済みの施設については、管理の在り方について検
証を行い、継続的な改善を推進する。

①運営方法の改善　⇒　完了

②指定管理料の精査施設数（選定時） ⇒　１施設（全て）

①運営方法の改善　⇒　完了

②指定管理料の精査施設数（選定時） ⇒　３施設（全て）
財政課 18

アウトソーシング等の推
進

持続可能な財政運営の
仕組み構築

人
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DX 推進のための組織
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令和７年度で終了予定

公立保育所の運営方針の決定を受けてR8年度の成

果指標及び成果目標を決定するため、現時点で未定。

令和6年4月、ＤＸ推進室を経営企画課内に新設し、DX推進のための人員体制を構築。その後、ＤＸ推進室がデ

ジタル人財確保の方策について検討を進めた結果、内製（中途採用等）ではなく、業務委託による外部人財の活

用を選択することとなった。令和7年度以降も、外部人財の活用を継続予定であり、当面の方針は決定。また、

必要となる職員数の在り方等については、国の動向を注視しながら、今後もＤＸ推進室と協議を検討していく。

以上を踏まえ、№12を№11に統合し、組織構築や人員体制を一体的に管理・実施する。

R８年度の実施計画の内容決定を受けてR8年度の成

果指標及び成果目標を決定するため、現時点で未定。

統合

2  



【柱】大項目 【施策】中項目 №
実行計画
（小項目）

取組内容
令和7年度

成果指標　⇒　成果目標
令和8年度

成果指標　⇒　成果目標
担当課

資料２
の頁

第７次行政改革大綱　第２期実施計画　一覧表 （案） 資料１

19
公共施設の適正規模化
（№20小学校、№21市
営住宅以外）

・個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）の検討状況や検討内容を検
証するため、中間報告を作成し、個別施設計画における今後の検討のあり
方、方向性等を決定する。

中間報告を作成した個別施設計画の件数
　⇒　12件/12件

下半期の検討の方向性を決定した個別施設計画の件数
　⇒　12件/12件

財産活用課 19

20 小学校の在り方の検討

・平成２５年９月に策定した田川市立学校校区再編基本方針に基づき、小学
校の適正規模等について調査研究し、今後の方針・方向性を定める。
・小学校給食（自校・センター方式等）の在り方について検討し、今後の方
針・方向性を定める。

①小学校適正規模の今後の方針決定　⇒　完了

②小学校給食の今後の方針決定　⇒　検討開始
小学校給食の今後の方針決定　⇒　完了

教育総務課
学校教育課

20

21
市営住宅の管理戸数の
削減

・市営住宅は、今後の住宅需要予測に加え、市の財政面への影響を明らか
にするため、費用面の視点を加えた管理戸数の削減の検討を行う。

市営住宅解体戸数　⇒　51戸 市営住宅解体戸数　⇒　48戸 建築住宅課 21

22
効果的な滞納整理に向
けた仕組みの構築

・財産調査を継続して実施し、差押を中心とした滞納整理を継続して行う。
・将来的に納付見込のない徴収困難案件については、十分な調査を実施し
て、滞納処分の執行停止を行う。
・納期内納付の周知を継続的に行う。
・納税者の利便性の向上につながるよう納付方法の検討を継続して行う。

市税徴収率　　　⇒　 現年市税98.55％
国保税徴収率　　　　 現年国保93.40％
　　　　　　　　　　　　   過年市税20.65％
　　　　　　　　　　　　   過年国保24.88％

市税徴収率　　　⇒　 現年市税98.77％
国保税徴収率　　　　 現年国保93.52％
　　　　　　　　　　　　   過年市税20.78％
　　　　　　　　　　　　   過年国保25.89％

税務課 22

23
ふるさと納税の増収推
進

・寄付金額の増加に向け、返礼品及びPR方法を強化する。
・田川市ふるさと納税応分型事業所設置奨励金制度の活用を促進する。

寄附金額　⇒　９億６千万円 寄附金額　⇒　９億６千万円 産業振興課 23

24
企業版ふるさと納税の
増収推進

・企業版ふるさと納税の増収に向けて本市から企業に対して積極的に営業
活動を実施する。
・企業版ふるさと納税寄附額を財源として実施する「魅力的な事業」を新た
に立案し、対外的にPRしていく。
・企業版ふるさと納税ポータルサイトとの連携等これまでに実施していない
新たな手法を検討していく。

企業版ふるさと納税額　⇒　5,000万円 企業版ふるさと納税額　⇒　5,000万円 経営企画課 24

25
売却可能な市有地の売
却推進

・長年にわたり売れ残っている市有地の減額譲渡による売却を実施する。
・用途廃止した法定外公共物（里道、水路等）の売却を推進する。
・各課が所管する売却可能な市有地の課題を整理する。

①旧法定外公共物の通知（新規分）件数　⇒　全件

②一般競争入札（減額譲渡）実施　⇒　実施する

①旧法定外公共物の通知（新規分）件数　⇒　全件

②一般競争入札（減額譲渡）実施　⇒　実施する
財産活用課 25

26
負担金、補助金、交付金
の適正化の取組

・田川市補助金等適正化方針の基本方針及び個別方針に基づき、補助金等
の適正な運用を実現する。

補助金等適正化方針による適正化率　⇒　72％
（遵守項目/全項目）

補助金等適正化方針による適正化率　⇒　80％
（遵守項目/全項目）

経営企画課 26

27
用途廃止施設の活用策
の検討

・廃校となる中学校等用途廃止施設については民間事業者等への売却を基
本とした活用策を検討する。
・その他用途廃止施設についても処分を実施する。

①旧田川中の売却の実施　⇒　実施する

②旧金川中の処分方法の決定　⇒　決定する
旧金川中の処分の実施　⇒　実施する 財産活用課 27

第６次行革大綱から継
続する取組等

長期的視点に立った公
共施設の在り方の検討

財
政
の
健
全
化
推
進
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⽥川市第７次⾏政改⾰⼤綱
第２期実施計画（案）

（令和７年度〜令和８年度）

福岡県田川市

資料２



【柱】大項目 【施策】中項目 № 【実行計画】小項目 担当課 頁

1 AI・RPAの活用が可能な庁内業務の検討 経営企画課、総務課 1

2 事務の効率化を図るための業務アプリ等の導入の検討 経営企画課、総務課 2

3 庁内文書の完全ペーパーレス化の推進 経営企画課、総務課 3

4 電子決裁の推進 経営企画課、総務課 4

5 Web会議環境の構築と職員向け研修のオンライン化の推進 人事秘書課 5

6 テレワーク等の新たな働き方の検討 人事秘書課 6

7 グループウエアの更なる効率的な運用の検討 経営企画課、総務課 7

行財政分析データの作成と活用 8 行財政分析データに基づく政策立案・予算反映手法の構築 財政課、経営企画課 8

方針管理によるマネジメントの強化 9 方針管理による組織マネジメントの強化 人事秘書課 9

OJT実施指針の策定及び運用 10 OJT実施指針の策定及び運用 人事秘書課 10

DX 推進のための組織構築と人財
育成

11 DX推進のための組織及び人員体制の検討 人事秘書課 11

田川市第７次行政改革大綱　第2期実施計画一覧

行政改革大綱 実施計画

デジタル化による業務
改善と効率化の推進

新たなデジタルツールの活用

ペーパーレス化の推進

デジタルワークスタイルの確立

人財育成とマネジメン
ト強化による業務成果
の向上



【柱】大項目 【施策】中項目 № 【実行計画】小項目 担当課 頁

行政改革大綱 実施計画

12 基金（貯金）に頼らない財政運営の確立 財政課、経営企画課 12

13 行政評価事務と予算ヒアリング・査定の一体的な運用の検討 経営企画課、財政課 13

14 財政指標の改善 財政課 14

15 事務事業の民間委託化の総点検の実施 経営企画課 15

16 窓口業務の委託範囲の拡大
市民課、高齢障害課、子育て支援課、生活支
援課、保健福祉課、経営企画課 16

17 公立保育所に係る検討 子育て支援課 17

18 指定管理者制度の活用と改善 財政課 18

19
公共施設の適正規模化
（№20小学校、№21市営住宅以外）

財産活用課 19

20 小学校の在り方の検討 教育総務課、学校教育課 20

21 市営住宅の管理戸数の削減 建築住宅課 21

22 効果的な滞納整理に向けた仕組みの構築 税務課 22

23 ふるさと納税の増収推進 産業振興課 23

24 企業版ふるさと納税の増収推進 経営企画課 24

25 売却可能な市有地の売却推進 財産活用課 25

26 負担金、補助金、交付金の適正化の取組 経営企画課 26

27 用途廃止施設の活用策の検討 財産活用課 27

財政の健全化推進

持続可能な財政運営の仕組み構築

アウトソーシング等の推進

長期的視点に立った公共施設の在り
方の検討

第６次行革大綱から継続する取組等



№ 1 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 新たなデジタルツールの活用

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、総務課
7
年
度

①RPAによる効率化
業務数
②実利用者数の月平
均

①6業務
②60人

取組
内容

・田川市DX推進計画に定める各取組のうち、デジタル化による行政改革チームが行う「庁内業務のデジタル化」の取組を推進する。
・生成AIツールや、AIとRPAの組み合わせによる定型的な庁内業務の自動化・効率化を推進する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 AI・RPAの活用が可能な庁内業務の検討

8
年
度

①RPAによる効率化
業務数
②実利用者数の月平
均

①8業務
②180人

1 R６年度に導入決定した生成AIツールの契約事務及び運用環境整備等を 実施する
計画

実績

2 生成AIツールの運用を 開始する
計画

実施する
計画

実績

5 デジタル化した業務の運用方法の見直しを 検討する
計画

実績

実績

3 RPAを導入する業務を 決定する
計画

実績

4
RPAの開発用ライセンスを追加で契約し、外部事業者によるシナリオ作成・保守委託及
び運用管理を

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績1



№ 2 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 新たなデジタルツールの活用

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、総務課
7
年
度

①業務アプリの選定
②アプリで改善する
事務の件数

①完了

②10件以上

取組
内容

・クラウドサービスによる業務アプリ等、AI及びRPA以外のデジタルツールの導入を検討する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

事務の効率化を図るための業務アプリ等の導
入の検討

8
年
度

①業務アプリの選定
②アプリで改善する
事務の件数

①完了

②10件以上

1 業務アプリ等を 調査する
計画

実績

2 業務アプリの導入範囲を 調査・検討する
計画

予算要求する
計画

実績

5 その他の対象業務の一部に業務アプリのトライアル版を 導入する
計画

実績

実績

3 対象業務の一部に業務アプリのトライアル版を 導入する
計画

実績

4 関連予算を

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績2



№ 3 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 プリンターの印刷枚数の集計を 確認する
計画

実績

4 ２・３の結果を基に可能な業務のペーパレス化を

1 対象課で文書ファイリングの改善に 取り組む
計画

実績

2 その他の庁内のペーパレス化できていない業務を 調査・検討する
計画

取組
内容

・会議資料、回覧文書、各課間の文書など、全ての庁内文書のペーパーレス化を推進する。
・文書ファイリング改善に取り組む。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 庁内文書の完全ペーパーレス化の推進

8
年
度

プリンターの印刷枚
数削減率
※令和５年度比

30%

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 ペーパーレス化の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、総務課
7
年
度

プリンターの印刷枚
数削減率
※令和5年度比

28%

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績3



№ 4 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 その他庁内の紙決裁を 調査・整理する
計画

実績

4 その他庁内の紙決裁業務の電子決裁を

1 紙決裁を継続している旅行命令関係及び事業課工事関係の伝票等について 課題整理する
計画

実績

2 項番１の電子化を 検討する
計画

取組
内容

・文書管理システム、財務会計システム、契約事務など、現在紙決裁している庁内業務の電子決裁を推進する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 電子決裁の推進

8
年
度

その他紙決裁を継続
している伝票等の電
子化

電子決裁へ移行

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 ペーパーレス化の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、総務課
7
年
度

旅行命令関連の伝票
の電子化

電子決裁へ移行

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績4



№ 5 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 研修のオンライン化について 継続実施する
計画

実績

2 オンライン化実施に関する課題について適宜 検討する
計画

取組
内容

・職員研修（庁内・庁外）はオンライン研修の活用を検討・推進する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

Web会議環境の構築と職員向け研修のオンラ
イン化の推進

8
年
度

研修のオンライン化 継続実施

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 デジタルワークスタイルの確立

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 人事秘書課
7
年
度

研修のオンライン化 継続実施

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績5



№ 6 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 テレワークを実施する際の勤務等労務管理に関するルール作りを 実施する
計画

実績

2 国の取組み等を踏まえ、適宜 検討する
計画

取組
内容

・適切な労務管理とセキュリティ対策に留意しつつ、テレワークの在り方について検討する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 テレワーク等の新たな働き方の検討

8
年
度

実施の可否 決定

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 デジタルワークスタイルの確立

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 人事秘書課、総務課
7
年
度

勤務等労務管理に関
するルール作り

完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績6



№ 7 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

職員に周知する
計画

実績

5 必要に応じて関連予算を 予算要求する
計画

実績

実績

3 次期チャットツールの活用方法を 検討する
計画

実績

4 次期チャットツールの活用方法・ルールを

1 本市導入グループウェアの統一した使用ルール等を 検討・周知する
計画

実績

2 次期グループウェアシステムの方向性を 決定する
計画

取組
内容

・既存システムの有効活用を図るため、行政改革チームにおいて、職員のスケジュールや会議室等の施設予約システムなど、グループウエアのよ
り有効な活用方法を検討してルール化する。
・次期グループウェアシステムの方向性を検討する。
・次期チャットツールの効果的な活用方法を検討してルール化する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 グループウエアの更なる効率的な運用の検討

8
年
度

次期グループウェアシ
ステムへの移行又は
現行システムの有効
活用

完了

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 デジタルワークスタイルの確立

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、総務課
7
年
度

次期グループウェアシ
ステムの方向性の決
定

完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績7



№ 8 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

検討する
計画

実績

5 データの活用方策（予算への反映手法）を 実行する
計画

実績

実績

3 作成したデータの内容を 分析する
計画

実績

4 分析結果の活用方法を

1 基礎データの内容及び作成手法を 検討する
計画

実績

2 基礎データを 作成する
計画

取組
内容

・予算事業ごとの（又はさらに詳細な）人件費を含むフルコストや、投入コストの対象（者）を年代・性別・地域・産業・目的別・性質別などに細分化
した行政コストの基礎データを作成する。
・基礎データに基づき本市における行政コスト投入の傾向、効果、課題、問題点等を分析・整理する。
・分析・整理したデータを、政策立案や、行政評価との連動による事業の取捨選択及び予算配分の判断指標として活用する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

行財政分析データに基づく政策立案・予算反映
手法の構築

8
年
度

行財政分析データの
予算編成への活用

実施

【柱】大項目 デジタル化による業務改善と効率化の推進

【施策】中項目 行財政分析データの作成と活用

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財政課、経営企画課
7
年
度

行財政分析データの
予算編成への活用

実施

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績8



№ 9 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 マネジメント研修を 継続して実施する
計画

実績

2 仕組みの課題を整理し、見直しを 随時、実施する
計画

取組
内容

・取組成果の向上のため、実践的な組織マネジメントへの理解を深めるための指導や研修をルール化して実践する。
・問題が改善しない部署に対し、相談・フォローの実施体制を構築する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 方針管理による組織マネジメントの強化

8
年
度

管理目標の達成率 80%

【柱】大項目 人財育成とマネジメント強化による業務成果の向上

【施策】中項目 方針管理によるマネジメントの強化

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 人事秘書課
7
年
度

管理目標の達成率 80%

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績9



№ 10 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 OJT実施指針を踏まえた研修を 実施する
計画

実績

2 OJT実施に関する課題について適宜 検討する
計画

取組
内容

・OJTの成果向上のため、指導する職員（上司・先輩）、指導される職員（部下・後輩）双方に対する教育の在り方を検討する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 OJT実施指針の策定及び運用

8
年
度

研修の実施 完了

【柱】大項目 人財育成とマネジメント強化による業務成果の向上

【施策】中項目 ＯＪＴの徹底による仕事の成果向上

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 人事秘書課
7
年
度

研修の実施 完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績10



№ 11 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 令和８年度以降に実施する職員研修の内容を 検討する
計画

実績

4 上記3で検討した内容の予算要求を

1 デジタル改革における国の動向等を注視し、適宜、DX推進室と人員体制について 協議・検討する
計画

実績

2 デジタルに関する一定のスキルや能力を習得するための職員研修を 実施する
計画

取組
内容

・DX推進のための人員体制を検討して構築する。
・デジタル化の進行に対応するため、デジタルに関する基本的なスキルや能力を習得するための職員研修を実施する。（令和5年度～令和7年
度）
・ＤＸ推進アドバイザー（経営企画課で事業実施）とともに、令和８年度以降に実施するより発展的なDXに関する職員研修の内容を検討する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

DX推進のための人員体制の検討及び人財育
成

8
年
度

①人員体制の検討・構築

②職員研修の実施

①完了

②完了

【柱】大項目 人財育成とマネジメント強化による業務成果の向上

【施策】中項目 DX 推進のための組織構築と人財育成

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 人事秘書課　経営企画課
7
年
度

①人員体制の検討・構築

②職員研修の実施

①完了

②完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績11



№ 12 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実行する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 数値目標を明記した予算編成方針を 作成する
計画

実績

4 編成方針に沿った予算編成を

1 財政見通し（目標値設定の基礎データ）を 作成する
計画

実績

2 数値目標を 設定する
計画

取組
内容

・財政の継続性確保のため、基金残高に主眼を置き、中期的な視点で基金が減少しない（実質的基金取崩額０）数値目標を定める。
・この具体的な数値目標を明記した、より実効的かつ厳正な予算編成方針を策定し、設定目標を厳守する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 基金（貯金）に頼らない財政運営の確立

8
年
度

予算編成方針で
示した数値目標

（翌年度当初予算）
達成

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 持続可能な財政運営の仕組み構築

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財政課、経営企画課
7
年
度

予算編成方針で
示した数値目標

（翌年度当初予算）
達成

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績12



№ 13 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 行財政分析データ及び総合計画実施計画事業の検証データ等を用いた行政評価を 実施する
計画

実績

4 行政評価結果と予算ヒアリング・査定等との一体的な運用を

1 行政評価の実施方法を 検討する
計画

実績

2 必要な行財政分析データを 決定する
計画

取組
内容

・行政評価と行財政分析で得られたデータと連動させ、予算ヒアリング・査定との一体的な運用を視野に行政評価制度全般の見直しを行う。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

行政評価事務と予算ヒアリング・査定の一体的
な運用の検討

８
年
度

行財政分析データに
基づく行政評価

実施

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 持続可能な財政運営の仕組み構築

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課、財政課
７
年
度

行財政分析データに
基づく行政評価

実施

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績13



№ 14 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実行する
計画

実績

5
計画

実績

実績

3 目標を達成（改善する）ための方策を 検討する
計画

実績

4 目標を達成（改善する）ための方策を

1 経常収支比率を 算定する
計画

実績

2 経常収支比率の内容を 分析する
計画

取組
内容

・類似団体の財政指標等を踏まえ、経常収支比率や実質公債費比率など、主要な財政指標のあるべき目標値を定め、改善する。
・令和５年度に実施した成果指標の検討結果を踏まえ、経常収支比率を類似団体平均値である94.1％以下に改善する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 財政指標の改善

8
年
度

経常収支比率
94.1％

（R9決算時）

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 持続可能な財政運営の仕組み構築

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財政課
7
年
度

経常収支比率
94.1％

（R9決算時）

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績14



№ 15 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

検討する
計画

実績

5 （委託可の場合は）必要に応じて所管課で予算要求等の事務を 実施する
計画

実績

実績

3 行政改革推進本部会議において民間委託の検討対象業務を 決定する
計画

実績

4 所管課で委託の可否を

1 すべての事務分掌に対する民間委託化の総点検について、所管課の意見を 集約する
計画

実績

2 項番１で集約した意見を踏まえ、事務局が民間委託化の検討対象事業を 抽出する
計画

取組
内容

・民間委託等の推進の観点から、民間委託の対象業務の検討を継続して行う。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 事務事業の民間委託化の総点検の実施

８
年
度

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 アウトソーシング等の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課
７
年
度

①民間委託検討対象
業務の決定

②所管課での委託の
可否の検討

①完了

②完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績

※令和７年度で完了予定

15



№ 16 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1
フロントヤード改革による「書かない窓口」の検証結果を踏まえ、フロントヤード改革チー
ム及び窓口連絡会議で取組内容及び推進体制等の見直しも含めて

協議する
計画

実績

2 令和8年度の実施計画の内容を 決定する
計画

取組
内容

・民間委託等の推進の観点から、市民生活部及び福祉部の窓口業務の包括的な委託化を推進する。
・各年度１～２課を検討対象課として選定し、順次委託化の検討を進める。
・窓口連絡会議（保健福祉課及び市民課が事務局）で作業の進行管理を行う。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 窓口業務の委託範囲の拡大

8
年
度

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 アウトソーシング等の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 市民課、高齢障害課、子育て支援課、生活支援課、保健福祉課、経営企画課
7
年
度

令和８年度の実施計画
の内容決定

完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績

令和７年度中に令和８年度の実施計画の内容を決定するが、決定内容

よって取組内容が変わるため、現時点では成果指標を未定としている。

16



№ 17 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 子ども子育て会議等で今後の保育の提供体制の確保について 協議する
計画

実績

2 1の結果を踏まえ、公立保育所の運営方針を 決定する
計画

取組
内容

・公立保育所の運営について検討し、方針を決定する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 公立保育所に係る検討

8
年
度

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 アウトソーシング等の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 子育て支援課
7
年
度

公立保育所の運営方
針の決定

完了

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績

令和７年度中に運営方針を決定するが、運営方針の内容よって

取組内容が変わるため、現時点では成果指標を未定としている。

17



№ 18 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3 次期指定管理者選定時に指定管理料上限額の適正性を 精査する
計画

実績

4

1 現指定管理施設運営上の課題・問題点（所管課⇔指定管理者）を 抽出する
計画

実績

2 現指定管理施設運営上の課題・問題点の改善策を 実行する
計画

取組
内容

・指定管理者制度を導入済みの施設については、管理の在り方について検証を行い、継続的な改善を推進する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 指定管理者制度の活用と改善

8
年
度

①運営方法の改善
②指定管理料の精査
施設数（選定時）

①完了
②３施設（全て）

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 アウトソーシング等の推進

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財政課
7
年
度

①運営方法の改善
②指定管理料の精査
施設数（選定時）

①完了
②１施設（全て）

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績18



№ 19 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
計画

実績

4

1 施設所管課に個別施設計画の中間報告の作成を 依頼する
計画

実績

2 施設所管課が個別施設計画の中間報告を 作成する
計画

取組
内容

・個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）の検討状況や検討内容を検証するため、中間報告を作成し、個別施設計画における今後の検討の
あり方、方向性等を決定する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目

公共施設の適正規模化
（№20小学校、№21市営住宅以外）

8
年
度

下半期の検討の方向
性を決定した個別施

設計画の件数
12件/12件

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 長期的視点に立った公共施設の在り方の検討

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財産活用課
7
年
度

中間報告を作成した
個別施設計画の件数

12件/12件

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績19



№ 20 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3
小学校給食（自校・センター方式等）の在り方について検討し、学校の状況や環境の変化
に注視しながら他自治体の整備状況を調査研究し、今後の方針・方向性を

定める
計画

実績

4

1
本市の学校別児童数及び学級数の推移を注視し、小学校の適正規模等について調査研
究し、今後の方針・方向性を

定める
計画

実績

2 上記１で定めた方針・方向性を 決定する
計画

取組
内容

・平成２５年９月に策定した田川市立学校校区再編基本方針に基づき、小学校の適正規模等について調査研究し、今後の方針・方向性を定める。
・小学校給食（自校・センター方式等）の在り方について検討し、今後の方針・方向性を定める。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 小学校の在り方の検討

８
年
度

②小学校給食の今後
の方針決定

②完了

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 長期的視点に立った公共施設の在り方の検討

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 教育総務課、学校教育課
7
年
度

①小学校適正規模の
今後の方針決定
②小学校給食の今後
の方針決定

①完了

②検討開始

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績20



№ 21 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3 解体工事を 実施する
計画

実績

4

1 解体対象団地の現状を 調査する
計画

実績

2 解体する団地及び解体棟数の検討を 行う
計画

取組
内容

・市営住宅は、今後の住宅需要予測に加え、市の財政面への影響を明らかにするため、費用面の視点を加えた管理戸数の削減の検討を行う。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 市営住宅の管理戸数の削減

８
年
度

市営住宅解体戸数 48戸

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 長期的視点に立った公共施設の在り方の検討

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 建築住宅課
７
年
度

市営住宅解体戸数 51戸

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績21



№ 22 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 税務課
7
年
度

市税徴収率
国保税徴収率

現年市税98.55％
現年国保93.40％
過年市税20.65％
過年国保24.88％

取組
内容

・財産調査を継続して実施し、差押を中心とした滞納整理を継続して行う。
・将来的に納付見込のない徴収困難案件については、十分な調査を実施して、滞納処分の執行停止を行う。
・納期内納付の周知を継続的に行う。
・納税者の利便性の向上につながるよう納付方法の検討を継続して行う。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 効果的な滞納整理に向けた仕組みの構築

8
年
度

市税徴収率
国保税徴収率

現年市税98.77％
現年国保93.52％
過年市税20.78％
過年国保25.89％

1 財産調査・内偵調査の結果、差押可能な財産を発見した場合は差押を 実施する
計画

実績

2 財産調査の結果、財産が発見できない場合は、滞納処分の執行停止を 実施する
計画

拡充する
計画

実績

5 市税の二次元バーコードによる納付を 実施する
計画

実績

実績

3 納期内納付周知のため、窓口での説明並びに広報、ＨＰへの掲載を 実施する
計画

実績

4 市税の口座振替の電子申請を

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績22



№ 23 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

促す
計画

実績

5
計画

実績

実績

3
ユーザー目線に立った戦略的なページ構築になるよう、通年でポータルサイトの自治体・
返礼品ページを

ブラッシュアップする
計画

実績

4
一定規模以上（投下固定資産総額2,000万円以上等）の事業所の新設、増設等を検討し
ている事業者に対し、田川市ふるさと納税応分型事業所設置奨励金制度の活用を

1 返礼品提供事業者との連携強化や新規参入の促進により、通年で返礼品を
新規開拓・ブラッシュアッ
プする

計画

実績

2
デジタル広告を基軸にRPP広告・バナー広告・メールマガジン・特集ページ等の最適な手
段により、通年で返礼品を

広報・宣伝・PRする
計画

取組
内容

・寄付金額の増加に向け、返礼品及びPR方法を強化する。
・田川市ふるさと納税応分型事業所設置奨励金制度の活用を促進する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和7年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 ふるさと納税の増収推進

8
年
度

寄附金額 ９億６千万円

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 産業振興課
7
年
度

寄附金額 ９億６千万円

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績23



№ 24 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

立案する
計画

実績

5 企業版ふるさと納税ポータルサイトとの連携等これまでに実施していない新たな手法を 検討する
計画

実績

実績

3 4で調査した企業のうち、寄附の可能性がありそうな企業を10社を抽出し 営業する
計画

実績

4 寄附額を財源として実施する「魅力的な事業」を新たに

1 企業版ふるさと納税に関する市ＨＰを 更新する

2 近隣自治体に本社を置き、田川市にゆかりのある企業を 調査する
計画

取組
内容

・企業版ふるさと納税の増収に向けて本市から企業に対して積極的に営業活動を実施する。
・企業版ふるさと納税寄附額を財源として実施する「魅力的な事業」を新たに立案し、対外的にPRしていく。
・企業版ふるさと納税ポータルサイトとの連携等これまでに実施していない新たな手法を検討していく。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 企業版ふるさと納税の増収推進

８
年
度

企業版ふるさと納税
額

5,000万円

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課
７
年
度

企業版ふるさと納税
額

5,000万円

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績24



№ 25 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施する
計画

実績

5 各課が所管する売却可能な市有地の課題を 整理する。
計画

実績

実績

3 新たに事務引継された旧法定外公共物（里道、水路等）について、占有者に通知文書を 通知する
計画

実績

4
買受申請書が提出された旧法定外公共物（里道、水路等）の売却手続き（市有財産処分
審議会、土地売買契約書、所有権移転登記）を

1 一般競争入札による売却（減額譲渡を含む）を 実施する
計画

実績

2 随意契約（先着順）による売却（減額譲渡を含む）を 実施する
計画

取組
内容

・長年にわたり売れ残っている市有地の減額譲渡による売却を実施する。
・用途廃止した法定外公共物（里道、水路等）の売却を推進する。
・各課が所管する売却可能な市有地の課題を整理する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 売却可能な市有地の売却推進

8
年
度

①旧法定外公共物の
通知（新規分）件数
②一般競争入札（減額
譲渡）実施

①全件

②実施する

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財産活用課
7
年
度

①旧法定外公共物の
通知（新規分）件数
②一般競争入札（減額
譲渡）実施

①全件

②実施する

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績25



№ 26 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

計画

実績

5
計画

実績

実績

3 所管課の改善内容を 確認する
計画

実績

4

1 チェックシートに基づき、補助金等の最新の状況を 調査する
計画

実績

2 チェックシートの調査結果を分析し、改善すべき項目を所管課と 協議する
計画

取組
内容

・田川市補助金等適正化方針の基本方針及び個別方針に基づき、補助金等の適正な運用を実現する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 負担金、補助金、交付金の適正化の取組

８
年
度

補助金等適正化方針
による適正化率（遵守
項目/全項目）

80%

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 経営企画課
７
年
度

補助金等適正化方針
による適正化率（遵守
項目/全項目）

72%

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績26



№ 27 年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

決定する
計画

実績

5
猪位金球場、猪位金グラウンドの用途廃止施設については、売却の準備が整うまでの
間、貸付けを

実施する
計画

実績

実績

3
公募型プロポーザル方式で売却に至らなかった旧金川中学校の処分について再度、処
分方法を

検討する
計画

実績

4
公募型プロポーザル方式で売却に至らなかった旧金川中学校の処分について再度、処
分方法を

1 旧田川中学校は売却の価格を算定し、利活用に係る実施要領を 作成する
計画

実績

2 旧田川中学校の処分について公募型プロポーザル方式での売却を 実施する
計画

取組
内容

・廃校となる中学校等用途廃止施設については民間事業者等への売却を基本とした活用策を検討する。
・その他用途廃止施設についても処分を実施する。

成果目標を達成するための具体的な手段（手順と方法）　【P】 進行管理（令和７年度）

（　何　　を　） （どうする） 月

【実行計画】
小項目 用途廃止施設の活用策の検討

8
年
度

旧金川中の処分の実
施

実施する

【柱】大項目 財政の健全化推進

【施策】中項目 第６次行革大綱から継続する取組等

田川市第７次行政改革大綱第2期実施計画兼進行管理表 成果指標 成果目標 実績 計画変更

担当課 財産活用課
7
年
度

①旧田川中の売却の
実施
②旧金川中の処分方
法の決定

①実施する
②決定する

:計画(当初) :計画(見直しにより実施) :計画（見直しにより実施しない） ：実績27


